
別　記
第一号様式（第三条）

事務の名称 個人の類型
事務の目的 個人情報を収集する理由

□ 整理番号 □ 職業・職歴 □ 人種 □ 社会的身分 □ 病歴 ■ □
■ 氏名 □ 学業・学歴 □ 犯罪の経歴 □ □ 有 ■ 無 ■ ■
■ 本籍・国籍 □ 資格・賞罰 □ □ ■ ■
■ 住所 □ 成績・評価 □ ■ ■
■ 生年月日・ ■ 財産・収入 ■ ■
年齢 ■ 納税状況 □ □ その他 □ その他

■ 電話番号 □ 公的扶助 □ □ 有 □ 無 備考
■ 性別 □ 趣味
□ 個人番号 □ その他 □ 信条

□
□ 身体状況 □
■ 家族状況
■ 親族関係
■ 婚姻
□ 整理番号 □ 職業・職歴 □ 人種 □ 社会的身分 □ 病歴 ■ □
■ 氏名 □ 学業・学歴 □ 犯罪の経歴 □ □ 有 ■ 無 ■ ■
■ 本籍・国籍 □ 資格・賞罰 □ □ ■ ■
■ 住所 □ 成績・評価 □ ■ ■
■ 生年月日・ ■ 財産・収入 ■ ■
年齢 ■ 納税状況 □ □ その他 □ その他

■ 電話番号 □ 公的扶助 □ □ 有 □ 無 備考
■ 性別 □ 趣味
□ 個人番号 □ その他 □ 信条

□
□ 身体状況
■ 家族状況 □
■ 親族関係
■ 婚姻
□ 整理番号 □ 職業・職歴 □ 人種 □ 社会的身分 □ 病歴 ■ □
■ 氏名 □ 学業・学歴 □ 犯罪の経歴 □ □ 有 ■ 無 ■ ■
■ 本籍・国籍 □ 資格・賞罰 □ □ ■ ■
■ 住所 □ 成績・評価 □ ■ ■
■ 生年月日・ ■ 財産・収入 ■ ■
年齢 ■ 納税状況 □ □ その他 □ その他

■ 電話番号 □ 公的扶助 □ □ 有 □ 無 備考
■ 性別 □ 趣味
□ 個人番号 □ その他 □ 信条

□
□ 身体状況
■ 家族状況 □
■ 親族関係
■ 婚姻
□ 整理番号 □ 職業・職歴 □ 人種 ■ 社会的身分 □ 病歴 ■ □
■ 氏名 □ 学業・学歴 ■ 犯罪の経歴 □ □ 有 ■ 無 ■ ■
■ 本籍・国籍 □ 資格・賞罰 □ □ ■ ■
■ 住所 □ 成績・評価 □ ■ ■
■ 生年月日・ ■ 財産・収入 ■ ■
年齢 ■ 納税状況 □ □ その他 □ その他

■ 電話番号 □ 公的扶助 □ □ 有 □ 無 備考
■ 性別 □ 趣味
□ 個人番号 □ その他 □ 信条

□
□ 身体状況
■ 家族状況 □
■ 親族関係
■ 婚姻

個人情報を所管する組織名
個人情報の
処理形態

個人情報の主な収集先 個人情報の主な提供先

収用委員会事務局
本人以外から収集 有

民間・私人

収用委員会事務局
本人以外から収集 有
他の実施機関 他の実施機関
他の官公庁 他の官公庁

電算処理の際オ
ンライン処理の
有無

実施機関内部での利用

電算処理の際オ
ンライン処理の
有無

電算処理の際オ
ンライン処理の
有無

他の実施機関 他の実施機関
他の官公庁 他の官公庁
民間・私人

収用委員会事務局
有本人以外から収集

他の実施機関 他の実施機関

実施機関内部での利用

実施機関内部での利用

20人以下

10人以下

1,000人以上

実施機関内部での利用

1,000人以上

民間・私人

収用委員会事務局本人から収集 無
本人以外から収集 有

他の官公庁 他の官公庁
他の実施機関 他の実施機関

電算処理の有無

電算処理の際オ
ンライン処理の
有無

収用委員会事務局事務局名

電算処理の有無 本人から収集 無

民間・私人 民間・私人

要配慮個人情報

犯罪により害を被った事実
心身の機能障害 健康診断等の結果

個人情報の記録項目

本人から収集 無

民間・私人

他の官公庁 他の官公庁
民間・私人 民間・私人

本人から収集 無

法第２０条の事業認定を受
けた土地に関する権利につ
いて、起業者の申請により
裁決を行う。

収用又は使用する土地及び
それに係る各種権利並び
に、その所有者、関係人を
明確にする。

土地収用法に基づく権利取
得裁決に関する事務

土地所有者及び関係人

土地収用法に基づく明渡裁
決に関する事務

土地所有者及び関係人

医師等による指導又は診療若しくは調剤の
事実
刑事事件に関する手続
少年の保護事件に関する手続

社会的差別の原因となるおそれのある個人
情報として実施機関が定めるもの

犯罪により害を被った事実
心身の機能障害 健康診断等の結果
医師等による指導又は診療若しくは調剤の
事実
刑事事件に関する手続
少年の保護事件に関する手続

社会的差別の原因となるおそれのある個人
情報として実施機関が定めるもの

土地収用法等に基づく損失
の補償の裁決に関する事務

土地所有者及び関係人 電算処理の有無

損失補償等の裁決を行う。 収用又は使用する土地及び
それに係る各種権利並び
に、その所有者、関係人を
明確にする。

電算処理の有無

起業者又は、土地所有者等
の申立てにより裁決を行
う。

収用又は使用する土地及び
それに係る各種権利並び
に、その所有者、関係人を
明確にする。

犯罪により害を被った事実
心身の機能障害 健康診断等の結果
医師等による指導又は診療若しくは調剤の
事実
刑事事件に関する手続
少年の保護事件に関する手続

社会的差別の原因となるおそれのある個人
情報として実施機関が定めるもの

土地所有者及び関係人

法第２０条の事業認定を受
けた土地について、任意の
用地買収交渉が成立した場
合、起業者の申請により、
協議成立の確認を行う。

収用又は使用する土地及び
それに係る各種権利並び
に、その所有者、関係人を
明確にする。

土地収用法に基づく協議の
確認に関する事務 犯罪により害を被った事実

心身の機能障害 健康診断等の結果
医師等による指導又は診療若しくは調剤の
事実
刑事事件に関する手続
少年の保護事件に関する手続

社会的差別の原因となるおそれのある個人
情報として実施機関が定めるもの

注　■は当該事項に該当することを、□は当該事項に該当しないことを表す。 1/1


